
1 ．�はじめに
1. 1　�令和 6年能登半島地震による津波
　令和 6年 1月 1日に珠洲市を震源とする地震が
発生し，日本海沿岸各地で津波の到達が確認され
た。この津波は能登半島の東岸域にある珠洲市飯
田町や能登町だけでなく，西岸域の志賀町等に広
域被害を発生させた。この広域被害には長大な断
層の活動や能登半島周辺海域における津波伝播特
性が影響したと考えられている1）。また，震源域

に近い能登半島北岸では地震の影響により潮位観
測の停止等が発生し，津波の記録が十分に取得さ
れていない。したがって，波源推定に必要な情報
は震源域から離れた福井県や富山県，新潟県沿岸
域で取得されたものが多い。そのため，今回の津
波波源の推定においては，情報が限定的であるこ
とを踏まえた波源推定方法の工夫や広域被害の発
生を踏まえた津波の伝播特性を考慮した検討が必
要といえる。
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1. 2　�津波波源に関する既往の知見
　地震発生以降の各研究機関による今回の津波波
源のうち，代表的な波源を図 1に示す。気象研究
所・気象庁2）は各観測点からの津波の逆伝播解析
結果に基づき，波源域は能登半島北岸に沿った約
100 kmの範囲とした。また，国土地理院3）は電子
基準点データと SAR解析データから得られた地
殻変動量及びその分布を基に震源断層モデルを推
定している。震源断層モデルは 1月 2日の初回公
表以降に数回更新されており，令和 6年 2月29日
に公表されたモデルでは，全体で105 kmの波源
としている。その過程では 1月 2日時点で137 km

とされた断層長さが縮小されている。次に，Fujii 

and Satake4）は国の既往検討で対象とした津波波
源（能登半島西岸から東岸の約160 kmを対象）を
基本として，日本海周辺の津波観測波形や国土地
理院の GNSSデータを用いた波源インバージョ
ンにより各セグメントのすべり量を推定した。な
お，両者を組合せたジョイントインバージョンも
実施しているが，拘束条件の不足のため GNSS

データのみの推定結果の信頼性は低いとしている。
さらに，産業技術総合研究所5）は門前沖～珠洲沖
の100 km超の範囲において地震後に海域調査を
行い，各セグメントの今回の地震における地表変
位量を提示した。
　以上より，既往断層モデルについては波源規模
の相違があるため，適切な波源規模の検討の余地
がある。また，波源推定における観測記録等の拘

束条件を増やすことにより波源推定精度の向上が
期待される。そのため，本研究においては北陸電
力㈱志賀原子力発電所の前面海域に設置された波
高計の津波観測記録（以下，「波高計観測記録」と
する）を拘束条件として追加することで波源推定
精度の向上を図る。また，既往断層モデルに基づ
く津波伝播解析やセグメント単位の波源が励起す
る津波の特性を踏まえた波源推定を行う。以上に
より既往の知見を踏まえた今回の地震津波の波源
を明らかにすることを目的とする。

2 ．�津波波源の推定方法
2. 1　�検討方針
　本研究においては地震発生以降に公表された津
波波源に係る知見や海域での活断層調査結果に関
する知見を参照し，波源を設定する。能登半島周
辺での津波伝播特性を踏まえた検討とするため，
上記の波源全体の活動やそれを構成する複数のセ
グメントごとの活動による津波ついて，非線形長
波理論に基づく津波伝播解析を行う。この時，波
源位置や津波伝播方向，観測地点への到達時刻に
着目する。それらの情報に基づき，津波伝播解析
結果と観測記録が整合するように波源を推定する。
具体的には，波源の長さや走向等の変更により観
測記録との整合を図る。以上の方針により，今回
の地震津波を良好に再現する波源を推定する。

2. 2　�波源の設定
　先行研究による代表的な波源は図 1のとおりで
あるが，本節では著者らによる既往検討結果を踏
まえ，国土地理院波源及び新たな知見である産業
技術総合研究所の知見に基づき，波源及び断層パ
ラメータを検討する。ここで，産業技術総合研究
所は具体的な波源の位置や走向を示していないた
め，活断層分布を踏まえた 5つのセグメントを設
定し，同所により公表された鉛直変位量に基づく
すべり量を反映した断層モデルを設定する。すべ
り量以外の断層パラメータについては土木学会6）

やその他の知見を参照して設定する。

：気象庁推定波源域
：国土地理院(2024/2/29公表)
： Fujii &Satake(2024)

図 1　今回の地震津波に関する代表的な波源等
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2. 3　�数値解析モデル
　津波の波源から沿岸域にかけての津波伝播につ
いては，海底摩擦や移流項を考慮した非線形長波
理論7）に基づく解析を行う。津波の初期水位分布
は断層活動による海底地盤変位8）を水面に投影す
る。数値解析は空間解像度の異なる複数の領域を
同時に計算し，各領域で流量，流速等の変数を受
け渡すネスティング手法を採用する。ネスティン
グは空間格子を400m～6.25mとして1/2ずつ細
分化し， 7階層とした。以上の解析手法について
は，土木学会6）により適用事例が示され，その妥
当性が確認されている。本検討においては波源に
近い能登半島周辺の空間格子間隔は100m以下と
なるよう配慮し，CFL条件を満足するよう計算時
間間隔を設定した。解析条件の詳細は表 1に示す。

2. 4　�今回の津波の観測記録
　本研究において使用する観測記録の取得位置を
図 2に示す。観測記録は前述の波高計観測記録
（ローパスフィルターで処理）のほか，験潮所や
海象計による観測記録を使用する。ここで，験潮
所の観測記録のうち港内等に存在し，局所的な地
形の影響を受けると想定される地点は除外した。
一方，海象計については通常沖合に設置されてい
るため，局所的な地形の影響は少ないと判断し，
入手した観測記録を使用した。また，観測記録の
データ間隔は各機関で異なり， 1 分値，0.5秒値
など様々であったが，補間による調整等は行わず

に使用した。基準水面の補正においては地震発生
以前の平均海面等を参考にした。

3 ．�津波波源の推定結果
　本章では既往の知見に基づく波源による津波に
ついて検討するが，水位時刻歴の比較においては，
志賀原子力発電所の波高計観測記録を対象とする。
これは新たな拘束条件を追加することにより，波
源推定結果に及ぼす影響を確認するためである。

3. 1　�各波源による津波
（1）�　国土地理院の波源による津波
　本研究では最新の知見を反映する観点から，令
和 6年 2月29日に国土地理院により公開された震
源断層モデルを使用する。断層パラメータは表 2

表 1　解析条件

項目 設定
解析領域 能登半島周辺

（石川，富山，新潟の各県を含む）
空間格子間隔 400m，200m，100m，50m，25m，

12.5m，6.25m

基礎方程式 非線形長波理論（非保存形表示）
計算スキーム スタッガード格子，リープフロッグ法
初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法
境界条件 沖側：自由透過　　　　　　

陸側：遡上及び完全反射条件
粗度係数 0.025
潮位条件 T.P. 0 m
計算時間間隔 0.1 s
計算時間 地震発生後 3時間

輪島

志賀

金沢港

三国
福井港

富山

直江津港
柏崎

新潟港

飛島

男鹿

海象計
潮位計
波高計

0 50km

図 2　観測地点位置図

表 2　国土地理院波源の断層パラメータ

セグメント 長さ
（km）

幅
（km）

走向
（°）

傾斜
（°）

すべり
角（°）

すべり
量（m）Mw

断層 1 22 12.2 22.7 40.6  84.4 6.79
7.44断層 2 16.2 20.4 78.3 54.9 140.2 2.83

断層 3 66.8 11.5 53.3 49.7 114.6 4.42
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に示す。本波源は前述のインバージョンによる 3
枚の矩形断層からなるモデルである。MCMC法
により断層パラメータを推定し，Mwと断層面積
によるスケーリング則に近づくよう拘束をかけた
とされ， 3枚の断層の合計のMwは7.44である。
本波源による津波伝播解析結果等を図 3に示す。
本波源による水位時刻歴は大局的には観測記録の
最大・最小値や位相を再現している。一方，詳細
には地震発生後20～30分で到達する波が数分程度
早いことや80～90分の下降波において，観測記録
で見られない 2つの短周期の変動が確認される。
この点については改善の余地がある。
（2）�　活断層調査に基づく波源による津波
　産業技術総合研究所は2024年 4 月に図 4に示す
高分解能反射探査や海底地形調査等を既往調査
（2008年 7 ～ 8 月実施）と同じ測線上で実施し，
反射断面等で比較して変位量を確認した。なお，
現段階ではブーマー断面の深度は 1m程度の誤
差を含む可能性があり，変位量は暫定的な数値と

している。本研究では速報的ではあるが，この変
位量を用いてすべり角や傾斜角を考慮して補正す
ることで断層のすべり量を算出して波源設定を行
い，津波伝播解析を試みた。鉛直変位量は活断層
調査結果に基づくセグメントに対して与えられて

：観測値（志賀）
：国土地理院波源

：波源位置
：伝播方向

断層1

断層2

断層3

図 3　国土地理院波源による解析結果

図 4　産業技術総合研究所による鉛直変位量
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いることから，既往の知見9,10）を踏まえて，同所
による断層トレースと整合する石川県の波源位置
を参考に表 3のように波源 Aを設定した。波源
Aには国土地理院では考慮されていない門前沖セ
グメントが追加されている。ここで，図 5に波源
Aと能登半島の余震分布（2024年 1 月 1 日～ 1 月
4 日）を示す。本図で検討対象のセグメントに
沿った余震分布が確認され，波源 Aは余震分布
に対応する波源といえる。
　波源Aによる津波伝播解析結果等を図 6に示す。
本波源による波高計観測記録の再現性は図 3の国
土地理院の波源に比べ劣る。これは90～100分の
最大水位の低下から確認できる。最大水位の相違
については，表 2や図 3から珠洲沖セグメントに

設定されたすべり量がやや小さいことによると推
察される。波源 Aにおいて門前沖セグメントの
活動を新たに考慮したことによる水位変動は，地
震発生後10分頃にわずかに認められる程度で，全
体の水位変動への影響は図上の判読は困難なほど
小さい。また，図 6右図において，国土地理院の
波源は観測された地殻変動を再現するよう設定さ
れている。これに対し，波源 Aの門前沖の変位
分布は海域へ張り出しており，変位分布の再現性
を低下させる。よって，門前沖セグメントの考慮

表 3　波源 Aの断層パラメータ

セグメント 長さ
（km）

幅
（km）

走向
（°）

傾斜
（°）

すべり
角（°）

すべり
量（m）Mw

1 15.1 16.7 69 60 128 1.27

7.31
2  7.3 16.1 25 60  90 3.50
3 15.0 16.1 54 60 100 3.55
4 34.6 16.1 71 60 125 1.83
5 40.7 16.1 51 60  95 2.01

0km

20km

震
源
の
深
さ

門前沖セグメント

図 5　波源 Aと余震分布の関係

図 6　波源 Aによる解析結果
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は波形の再現性には寄与せず，地殻変動量分布の
再現性を低下させると判断される。以上を踏まえ，
門前沖セグメントはすべり量が十分小さかったこ
とにより地震津波への寄与がほとんどなかった，
あるいは本震を引き起こしたセグメントでないこ
となどが推察される。以上の結果を踏まえ，以降
は波高計観測記録の再現性がより高い国土地理院
の波源を代表として以降の検討を行う。

3. 2　�各セグメントによる津波
　本節では断層 1～ 3の各セグメントによる津波
の特性について検討する。津波の伝播方向につい
て，図 3により断層 3から能登半島西岸に向かう
津波が確認できる。断層 3は能登半島東岸域への
伝播も認められ，珠洲等での津波被害に影響を及
ぼしたセグメントと考えられる。一方で，断層 2
は北方の舳倉島方向に伝播が集中し，西岸及び東
岸域へ伝播する津波への寄与は小さい。ここで，
各セグメントによる志賀地点における解析波形を

図 7に示す。津波の到達時刻を分析すると，断層
1が20～70分の水位変動を主として説明し，後続
の時間帯への影響は小さい。解析波形の到達時刻
が約20分と観測記録に比べ早いことについては，
本セグメントからの津波の大半が西北西方向に伝
播することを踏まえると，本セグメント南部の断
層長さの調整により再現性が向上する可能性があ
る。断層 2はほとんど志賀地点の水位への寄与は
認められず，伝播方向の分析と整合的である。し
たがって，本検討では若干の修正に留める。断層
3は80分以降の水位変動を主として説明し，特に
最大波へ寄与したセグメントであることが分かる。
また，当該時間帯は大局的には水位が低下傾向に
あり，小さな変動は陸域での反射波の可能性が考
えられる。これについては，本セグメントの走向
等のパラメータ調整により再現性を確保できると
考えられる。次節では以上の考察に基づき波源の
修正について検討する。

断層1

断層2

断層3

全セグメント

断層1

断層2

断層3

志賀

：観測値（志賀）
：断層1
：断層2
：断層3

図 7　国土地理院の各セグメントによる解析波形
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3. 3　�波源の修正とその津波
　波高計観測記録との整合性を高めるためには，
3.1で述べたように20～30分の水位変動や80～90
分の下降波を再現することが必要となる。そのた
めには，3.2で述べたように断層 1 は到達時間を
遅らせるような修正が必要であること，断層 3は
短周期の変動が生じないような修正が必要になる。
これに対して，断層 1は断層の南端を北方に移動，
つまり，断層長さを短くして検討する。また，北
端についても海上保安庁の知見11）を踏まえて修正
する。その他のセグメントについては，より詳細
にセグメントを区分し，各地点の観測記録や国土
地理院が示す地殻変動量分布に整合するよう修正
する。例えば，東側の断層 3は国土地理院では約
67 kmの 1つのセグメントとされるが，一部を考
慮せず， 2セグメントに区分した。以上の考察を
反映した波源を波源 Bとし，断層パラメータを
表 4に，その解析結果を図 8に示す。
　図 8より全体の水位変動は最大波の後続を除い

て概ね整合していることが分かる。詳細に見ると，
20～30分の水位変動の開始時刻や位相がほぼ再現
されている。したがって，断層 1の南端を北へ移
動し，断層長さを短くした効果が確認され，当該
時間帯の水位変動の要因が陸からの反射波である
ことが確認された。一方で，80～90分の波形につ
いては，細かな変動に若干の改善は見られたが，
最大降下量の再現性が低下した。以上より，本研
究で課題としていた波高計観測記録の 2つの時間
帯のうち，20～30分の水位変動が改善した。次章

：波源位置
(数字はセグメント番号)

：伝播方向

国土地理院波源（カラー）及び
波源B（実線）による初期地盤
変動量分布図

：観測値（志賀） ：波源B ：国土地理院波源

図 8　波源 Bによる解析結果

表 4　波源 Bの断層パラメータ

セグメント 長さ
（km）

幅
（km）

走向
（°）

傾斜
（°）

すべり
角（°）

すべり
量（m）Mw

1  8.7 12.2 22.7 40 150 6.79

7.40

2  6.4 12.2 59.1 40 100 6.79
3 25.1 16.0 77.2 55 143 2.80
4  6.5 15.7 72.7 45  95 2.30
5 26.0 16.0 47.0 48 100 4.20
6 12.5 15.0 55.0 47  65 4.50

自然災害科学 J. JSNDS  43-3 （2024） 685



では波源 Bによる解析波形と広域の観測記録と
の定量的な指標に基づく比較により再現性の向上
を確認する。

4 ．�考察
4. 1　�観測記録との適合度評価指標
　本章では波源 Bによる解析波形と観測記録を
比較検討し，両者の適合度を評価する。比較には
波高計観測記録および験潮所や海象計による観測
記録を使用する。ここで，第 1波以降の後続波に
は陸上遡上等の地形精度の影響を受ける効果が含
まれる12）とされることから，験潮所や海象計によ
る観測記録は第 1波を対象とした。次に，波形の
適合度を評価する指標について述べる。先行研究
13）を参照し，観測波形と解析波形の 2乗残差を観
測記録の振幅で正規化した値に基づく Variance 

Reduction（以下，「VR」とする）を指標とした。
本指標は地震動評価の分野においても適用実績が
豊富であり， 2つの波形の適合度を評価する一般
的な指標と言える。ここで，観測記録の振幅が非
常に小さい場合等に，指標が負の値をとることが
想定される。適合度が負の値となった場合は 0％
とみなして評価を行ったことに留意されたい。

4. 2　�適合度評価結果
　波源 Bについて，各地点の観測波形との比較
結果を図 9に，国土地理院波源との VRの比較結
果を図10に示す。VRは 0 ～70％となり，国土地
理院波源では VRがゼロ（負値）となっていた地
点で改善が見られる。図 9では多くの地点で観測
波形と同様の振幅，位相となる解析結果であるこ
とが分かる。以上により，本研究で推定した波源

：観測値 ：波源B　　：VR検討範囲

男鹿

飛島

新潟港

柏崎

直江津港

富山

輪島

志賀

金沢港

三国

福井港

※ 柏崎の観測記録については，験潮井戸の応答特性を
考慮して補正した．

図 9　観測記録と解析波形の比較結果
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Bは先行研究の波源よりも観測記録の再現性が向
上した波源といえる。一方，第 1波の振幅の大き
い柏崎や直江津では周期は概ね一致しているもの
の，振幅の再現性に課題がある。ここで，柏崎の
観測記録ついては，験潮井戸の応答特性を考慮し
た補正15）を行った。また，適合度の低い輪島港に
ついては，観測波形と解析波形に縦軸方向に平均
的な差分が見られる。これについて，先行研究4）

により地震に伴う平均水面の上昇とその補正が報
告されている。観測記録の妥当性や正確な補正量
等は今後の調査・検討に基づく結論が待たれると
ころであり，本研究では観測記録を補正していな
い。したがって，適合度は観測記録の補正により
改善する可能性がある。また，富山の地震発生後
約 3分頃の変動については，解析波形に確認され
ない。地震後の調査により富山湾では海底の斜面
崩壊の発生14）が示唆されている。本研究ではそれ
を波源として考慮していないことにより，再現で
きていない。今後は輪島地点等の適合度の向上や
海底の斜面崩壊の影響の考慮が課題である。

5 ．�おわりに
　本研究では地震発生以降に提案された知見に基
づき，令和 6年能登半島地震津波の波源を推定し
た。検討においては国土地理院の波源や産業技術
総合研究所の知見に基づく波源を設定した。また，
それらの波源による解析結果と先行研究では考慮

されていない北陸電力㈱志賀原子力発電所の波高
計観測記録との比較を行った。その結果，それら
の波源について，観測記録の再現性向上における
課題等について分析した。さらに，セグメント毎
の津波伝播特性を踏まえ，断層長さや波源位置等
を調整し，波源 Bを設定した。波源 Bによる解
析結果と観測記録との比較により，波形適合度が
先行研究の波源を上回ることを確認した。
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要 旨

　令和 6 年能登半島地震の波源については，津波波形や電子基準点の地殻変動に基づくイン
バージョンにより波源が推定されている。しかし，それらの波源規模は様々であり，津波の再
現性が十分確認されたとは言い難い。そこで，本研究では北陸電力㈱の観測記録や地震以降の
各機関の調査結果等を新たな拘束条件として検討した。観測記録に整合するよう波源を検討し
た結果，時刻歴波形の適合度が最大で約70％となる波源が推定された。
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